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す利点は大きいものがある｡ 上顎歯列弓拡大に関する多数の報告は, 現在まで と正中口蓋縫合部開裂モの




しかし, 最近の 2, 3の報告によれば, とある拡大条件の下でモ正中縫合部が開裂されることはまず間
違いなく, 上記論争の長びいた原因は実験条件の不統一によると思われる点が多い｡ さらに歯列弓拡大に




(1)緩 拡 大 群 :OAmm/weekxlOweeksで計 4mm 拡大
(2) 中 拡 大 群 :1.0mm/weekx4weeksで計 4mm 拡大
(3)急速拡大群 :2.0mm/weekx 2weeksで計 4mm 拡大





2) 正中縫合部の開裂は拡大力の緩急に関係なく, 後部程開裂巾が小さかった｡ この傾向は急速拡大群
で最も著明で, 緩拡大群の方がより平行に後方まで開裂した｡
3) 開裂に至る機序は次の如く推察された｡ すなわち拡大に対する抵抗の少ない前方部では力の緩急に
係わらず, 切歯骨一上顎骨縫合には全く影響を及ぼすことなく, 正中縫合部を開裂した｡ 一方頬骨弓
等の抵抗の強い後部では拡大力の緩急によって差があり, 緩拡大群では上顎骨一口蓋骨縫合に変化を
生ぜしめた後, 正中縫合部に拡大力が伝達され, 同部を開裂せしめるに至った｡ 急速拡大群では支台
歯や歯槽骨の顕著な吸収に際して拡大力が消費され, 正中縫合部に変化を生ぜしめるまでには至らな
かった｡
しかし, 支台歯の数を増すか, 装置の構造を考慮することにより, 急速拡大の方がより有効な結果
が得られると推察され, 今後の検討を要する所である｡
4) 保定期間は3カ月で尚短いようであったが, この問題の大きさの故に結論は出し難く, なお今後の
検討を要する所である｡




雌雄雑種犬45頭三群に分け下記加圧条件の下に 1)緩拡大群 : 0.4mm/週×10週間計 4mm, 2)中拡大
秤 :1.0mm/週×4週間計 4mm, 3)急拡大群 :2.0mm/週×2週間計 4mm, 拡大を行い拡大終了時,





が起 り得て, 充分な期間とはいえないこと等を明らかにし, 歯列矯正のための臨床処置に対する有力なる
理論的根拠を与えた｡
よって, 本論文は医学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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